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　住民主体の移動支援が持っている介護予防効果を明らかにするため、その利用者と担い手双方の変

化を、以下の３つの調査を通じて調べることとしました。

〈 調査１・２・３の位置づけ 〉

調 査 1 目的変数を探る
調 査 2 なぜ効果があるのかを検討する
調 査 3 その効果を測る

調査客体 主な属性 数 求める結果

調 査 1

① 住民主体の移動支援の
利用者

要介護者、要支援者
基本 CL 該当者、いず
れにも非該当の高齢者

203 人
どのような人がどの
ように変化するか

↓
利用者と担い手にど
のような良い変化が
あらわれるかを見つ
ける

② 住民主体の移動支援の
運転ボランティア 65 歳以上の人 94 人

調 査 2
① 住民主体の移動支援の

利用者

要介護者、要支援者
基本 CL 該当者、いず
れにも非該当の高齢者 7 事例

（6市町村）

ど の よ う な 機 能 に
よって、利用者と担
い手に変化が起きる
かを洗い出す② 住民主体の移動支援の

運転ボランティア 65 歳以上の人

調 査 3

① 移動支援の利用者と非
利用者

要支援者、基本 CL 該
当者、いずれにも非該
当の高齢者

2 自治体
（愛知県豊明市、

大分県国東市）
対象群を置くことに
より、移動支援によ
る効果の有無を明ら
かにする② 「健康とくらしの調査

2010」の回答者

 要支援者、基本 CL 該
当者、いずれにも非該
当の高齢者

豊明市在住の
8,145 人

※基本 CL 該当者：基本チェックリスト該当者

本事業の背景と狙い
PART

1

３つの調査の
目的

（相互の関係）
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1背 景1
　

　高齢化の進展に伴って、独力で移動・外出することが難しい高齢者が増加し、各地で移動手段の確保

が課題となっています。そのような中、住民自らが担い手となって様々な移動支援（自家用有償旅客運

送や許可・登録不要の移動支援など）が行われています（以下、「 住民主体の移動支援」という）。住民主

体の移動支援は、多くが個人のニーズに対応する形で実施されています。住民主体の移動支援は、ドア・

ツー・ドア、または自宅のすぐ近くで乗車し目的地で降車するしくみを取っていることが多く、ボラン

ティアが運転や付き添いを担っています。日常生活に必要な外出の一部ではありますが、通院や買い

物、高齢者のサロン等の居場所の送迎などを行うことによって、暮らしを支えています。

   「住民が主体の移動支援」に関連する研究データとしては、「他人との交流が介護予防につながる」、「外

出頻度が低いと要介護リスクが高い」、「自家用車を利用できない人は外出頻度が低い」、「 公共交通機関

が利用しやすければ（バスの割引制度があれば）外出頻度が高まる」といった研究結果があります。し

かし、多くは高齢者全般、または要介護認定を受けていない高齢者を対象とした研究でした。「 住民主

体の移動支援」は、自家用車を運転できない人や、公共交通機関が利用しにくい地域を対象として活動

しており、対象にズレがありました。

    「 住民主体の移動支援」は、一つひとつの取り組みのエリアも実施件数等の規模も小さいため、スケー

ルメリットが出にくく、数値的なエビデンスがとりにくい面があります。乗り合って買い物に行くケー

スや、サロン等に送迎するケース、1対１で医療機関に送迎するケースなど、頻度や実施内容が様々であ

ることも、介護予防効果を明らかにしにくい原因と考えられました。

　一方で、利用者や支援している専門職、活動団体からは、利用者の生活の維持のほか、心身の状況の回

復や閉じこもり防止、地域の見守り機能の向上などの効果があるというエピソードを多数聞くことがで

きます。特に、サービス提供者が顔見知りであることは、 外出頻度に影響を及ぼしたり、サービス継続

に影響したりすることから、「 住民参加による移動サービス」は、高齢者に及ぼす客観的な効果、例えば、

介護予防効果や認知症予防効果が認められると予想されます。同様に、運転者として活動するボラン

ティアからも、生活リズムが整えられたり、地域への愛着が高まったりするという声が聞かれることか

ら、担い手である高齢者に対する介護予防効果も見いだせるのではないかと考えられます。

　そこで、本調査研究事業では、住民主体の移動支援には高齢者の介護予防の観点から、以下の３つの

調査を行うこととした。

 ①目的変数を探る（どのような効果があるかを調べるアンケート調査）
 ②なぜ効果があるのかを検討する（具体的な機能と変化に関する聞き取り調査）
 ③効果を測る（効果の有無を比較するデータ分析）
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　３つの調査について、それぞれ以下のような仮説を立てました。

調 査 1   ⇒ 目的変数を探る（どのような効果があるかを調べるアンケート調査）

　利用者と担い手にどのような良い変化があらわれるかを見つけるため、既存の移動支援の実施団体

に対し、新規の利用希望者を対象とするアンケート調査票を配布し、利用開始前と開始から８～ 10か月

が経過した時点での意識や行動についての変化を把握することとしました。

　長いスパンでの変化を見ることができないため、心理的な変化が顕著になるのではないかという仮

説を立て、基本チェックリストや老研式等の生活機能に関する評価指標と、心理的な変化を見るCASP-

19やGDS、社会的主体性を測定するSIOS（サイオス）などのアウトカム指標を用いることとしました。

　また、新規利用希望者と同様に、新規に活動を開始するボランティアに対してもアンケート調査票を

配布し、主観的幸福感や主観的健康観、自己効力感等の変化を把握することとしました。

調 査 2   ⇒ なぜ効果があるのかを検討する（具体的な機能と変化に関する聞き取り調査）

　移動支援の現場においては、ＡＤＬ低下等に伴う移動困難者に対し、車中や乗車前後の会話、そこで

得られた情報を元にした専門職とのつなぎ、利用者の変化に応じた介助等を実施している例が少なく

ありません。

　利用者はもちろん、担い手である高齢者のボランティアにとっても、モチベーションの維持向上や社

会参加につながる活動が展開されていると考えられます。移動支援がどのような機能を持つのか、利

用者と担い手にどのような変化が起きるか高齢者の移動支援の実際の様子について、利用者や活動団

体や行政関係者、地域包括支援センターの職員等からヒアリング調査を行うこととしました。

調 査 3   ⇒ 効果を測る（効果の有無を比較するデータ分析）

　移動支援の取り組みによって利用者に介護予防効果があることを確かめるため、介護予防・日常生活

支援総合事業（以下、総合事業という）を活用した移動支援を利用している要支援者等と、利用していな

い要支援者等の高齢者のニーズ調査結果を比較することで有意差があるかどうかを検証しました。

　調査１と同様に、心理的な変化に着目し、主観的健康感と主観的幸福感を比較分析することとしまし

た。具体的には、第7期と第8期の介護保険事業計画に先駆けて行われた、日常生活圏域ニーズ調査の結

果（データ）を使用し、移動支援の利用者と非利用者では、3年間で変化の仕方にどのような違いがある

かを、データ解析しました。

 

狙 い2

6



本
事
業
の
背
景
と
狙
い

P A R T

1
　

　先行研究のレビューからわかっていることは、以下の点でした。

 ●  高齢者の移動手段を確保する事は、以下のように健康や外出頻度と関連している可能性がある。
 ●  高齢者の外出頻度と身体活動は、自家用車を運転できるといった選択肢があるかどうかに大

きく影響される。
 ●  外出頻度への貢献が大きいのは「 バイク・自動車」であり、送迎・タクシー利用等は、外出頻度

を増加させる要因ではなかったことを報告している。
 ●  生活機能の維持を目的としたときに、家族の送迎は負の貢献が指摘されている。しかし、移動

手段が確保されていることは、抑うつ症状やウェルビーイングといった心理的健康度と関連

している可能性があり、閉じこもりの予防的効果もある。
　※論文名は「住民参加による移動サービスの創出・発展に向けて～事例に学ぶ運営支援のあり方～」に記載

 高齢者の外出頻度や身体活動は、
 自家用車を運転できるかどうかに影響される 

　具体的には次のような研究結果があります。　

 ●  外出頻度に影響を与える身体的要因、移動手段選択の要因を検討した研究では、外出頻度に

最も影響を与える要因は移動手段であり、特に自分で車を運転するかどうかであった。（「 高

齢者の外出頻度から見た日常生活活動能力と移動手段に関する考察」, 2015）
 ●  運転免許のない人は免許ある人に比べ、外出頻度が週２回以下になるリスクが約4倍ある。

自家用車が運転できるような有利な交通手段を持っている人に比べ、交通手段の乏しい人は

「 閉じこもり」が多い（要介護認定を受けていない人が対象）。（「 地域在宅高齢者の外出の実

態と関連要因」, 2018）
 ●  運転をやめた人は続けている人と比べて、要介護認定のリスクが約 2 倍に上っていた。また、

運転をやめても公共交通機関や自動車を利用している人においては、要介護認定のリスクが

若干低かった。（「日本人高齢者における運転中止後の機能制限のリスク」, 2019） 図１参照

先行研究3

図１　運転中止で要介護認定のリスクが 2 倍

※年齢、性別、教育年数、Body Mass Index、
主観的健康感、治療中の疾病、うつ、基本
チェックリストの運動器・認知症関連項目、
外出頻度、高次生活機能、居住校区の人口密
度を統計学的に調整した。

出典：報道発表 Press Releas NO:186-19-20：
筑波大学より流用
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図４　人との交流は週 1 回未満から健康リスクに

出典：斉藤雅茂・近藤克則・尾島俊之ほか（2015）日本公衆衛生雑誌.62（3）より　Press Release NO:054-14-08

図２　外出頻度と歩行障害の発生リスク 図３　外出頻度と認知機能障害の発生リスク

出典：新開省二：「高齢者のリスク調査」について教えてください：
老人研NEWS NO.219 2007：002 

出典：新開省二：「高齢者のリスク調査」について教えてください：
老人研NEWS NO.219 2007：002 

歩行障害のなかった人のみを追跡し、
外出頻度の独立した影響を算出した

1 日 1回以上 2～3日に
1回

1週間に
1回以下

1日 1回以上 2～3日に
1回

1週間に
1回以下

歩
行
障
害
の
発
生
リ
ス
ク

（
２
年
間
の
追
跡
）

4

3

2

1

0

認
知
機
能
障
害
の
発
生
リ
ス
ク

（
２
年
間
の
追
跡
）

4

3

2

1

0

1.0倍

4.02倍

1.78倍

1.0倍

3.49倍

1.58倍

（　　　　　　　　） 認知機能障害のなかった人のみを追跡し、
外出頻度の独立した影響を算出した（　　　　　　　　   ）

 外出頻度や交流頻度は、
要介護リスクや認知症発症リスクに影響を与える

　他に、住民主体の移動支援との関連があると思われる研究には以下のようなものもあります。

 ●  外出する頻度が週1日以下の人は、毎日外出する人に比べて歩行障害の発生リスクは4倍、認知

機能が低下するリスクは3.5倍になる（独立行政法人 東京都健康長寿医療センター）図２、図３

 ●  同居者以外の他者との交流が「毎日頻繁群」と比べて、「月１～週１回未満群」では 1.3 ～ 1.4 倍、

その後要介護認定や認知症に至りやすく、「月１回未満群」ではそれらに加えて、1.3 倍早期死亡

にも至りやすい。（「健康指標との関連からみた高齢者の社会的孤立基準の検討」2015） 図４
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追加調査として、配布協力団体向けアンケートを実施（2022年６月）
1回目アンケート（2021年10月～ 12月）において、既に移動支援サービスを利用・参加していた人の回答が混在しているこ
とが疑われたため、これを確認するため、アンケート配布にご協力いただいた団体へのアンケートを実施したもの。

■配布対象：115団体

■調査項目：1回目のアンケートの回答者が、既存の利用者または担い手であったかどうか。1回目の

アンケートの回答者のうち利用者がどのような交通事情の地域に在住しているか（交通不便な地域で

あって身体状況は良好であるかどうか）。

■調査結果：１回目のアンケート回答時点で、すでに利用または活動を開始していた方

継続者 比率 回答者数
利用者 223人 75.6% 295人
担い手 96人 74.4% 129人

移動支援の利用者および
担い手への定量的・定性的調査

PART

2

調 査 1

概　要

・既存の移動支援の実施団体に対し、新規の利用希望者を対象とするアンケー
ト調査票を配布し、利用開始前と開始から数か月が経過した時点での意識や行
動についての変化を把握しました。
・新規利用希望者と同様に、新規に活動を開始する担い手（ボランティア）に対
してもアンケート調査票を配布し、主観的幸福感や主観的健康観、自己効力感
等の変化を把握しました。
※調査票は、基本属性、外出に関する状況のほか、うつやQOLに関する尺度として利用される評価指標（質
問項目）で構成しました。別冊資料集を参照）

調査票の
配布協力団体

・32都道府県の115団体（以下の条件に合致している団体）
・高齢者を対象として、①福祉有償運送、②交通空白地有償運送、③登録不要の
移動支援、のいずれかを実施している団体で、運転者または添乗者をボランテ
ィアが担っている団体
※全国移動ネットが2019 ～ 2020年度に行ったアンケート調査にご回答いただいた団体、または、調査研
究事業等を通じて把握した団体からリストアップした332団体に郵送

調査対象と
配布方法

配布協力団体に対し、回答期間中に以下に該当する方がいた場合、調査票を配
布していただき、各団体で取りまとめて全国移動ネットへご返送いただいた

・利用者用アンケート ⇒ これから利用を開始する予定で、65歳以上の方　
・担い手用アンケート ⇒ ボランティアとして運転または添乗を開始する予定
で、65歳以上の方

1回目（2021年10月～ 12月）および2回目（2022年8 ～ 9月）の回答数
 1・2回目共回答 2回目回答なし 1回目回答

A （利用者） 203人 92人 295人
B （担い手） 94人 35人 129人

合　計 297人 127人 424人

〈 回答結果 〉
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移動支援の利用者および担い手への定量的・定性的調査調 査 1

〈 単純集計結果〉
1・2回目ともに回答している利用者203名と担い手94名について、
回答者の属性は以下のとおり。

1   利用者用  アンケートの結果（単純集計）　

無回答 0.5%
95歳以上 1.0%

65～74歳 10.8％
40～64歳 3.4％

　25.1%
男性

女性
　74.9 %

n=203

n=203

75～84 歳
45.3％

85～94 歳
38.9％

無回答 0.5%
95歳以上 1.0%

65～74歳 10.8％
40～64歳 3.4％

　25.1%
男性

女性
　74.9 %

n=203

n=203

75～84 歳
45.3％

85～94 歳
38.9％

家族構成

外出頻度

性  

別
年  

齢
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要介護度など

外出するときの移動手段（複数）

11



どのようにして、このサービス（取組）の利用に至りましたか（複数）

この調査票を受け取った移動支援サービスの利用を開始した理由（複数）

家族、親族、友人、知人からの案内

体操教室やサロンなど、通っている場所のスタッフからの案内

市役所・地域包括支援センター・社会福祉協議会からの案内

民生委員・自治会役員など、地域の世話係からの案内

ケアマネジャー・ホームヘルパーなど、介護保険事業者からの案内

市・社会福祉協議会・地域包括支援センターなどの、広報や配布物

町会・自治会の会合、回覧板など、地域の配布物・お知らせ

テレビ、新聞、雑誌、ホームページでの案内

その他

0 10 20 30 40 50 60 70 80

15

3

37

25

31

41

37

11

70

n=203

自分で車を運転することが、難しくなったため

送迎をしてくれていた家族等が、車を運転することが難しくなったため

自分で公共交通を利用することが、難しくなったため

バスよりも、便利なため

タクシーよりも、安いため

自分で徒歩や自転車等で移動することが、難しくなったため

徒歩や自転車よりも、楽なため

その他 25

53

98

128

127

95

51

104

0 30 60 90 120 150

n=295（1回目のみ）
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2

性  別 年  齢

2   担い手用  アンケートの結果（単純集計）

85～94歳 1.1%
40～64歳
17.0%

39歳以下 1.1%

67.0%
男性

女性
33.0%

n=94

n=94

65～74歳
69.1%

75～84歳
11.7％

85～94歳 1.1%
40～64歳
17.0%

39歳以下 1.1%

67.0%
男性

女性
33.0%

n=94

n=94

65～74歳
69.1%

75～84歳
11.7％

家族構成

外出頻度
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外出するときの移動手段（複数）

定年退職後で、自由な時間があるため

自営業で、時間に融通が利くため

周囲に外出手段で困っている人がいたため

知人や活動団体の関係者から誘われたため（広報媒体含む）

行政の広報媒体（人材募集含む）をみたため

地域貢献したい（地域を良くしたい）から

車の運転が好きだから

仲間がほしいから

今後、自分にとっても重要（深刻）な問題になると思うから

その他

0 20 40 60 80 100

6

50

9

25

81

12

53

44

13

69

n=129
活動に参加した理由（複数）
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2
運転者以外の役割を含む、当該団体等の活動への参加頻度

あなたは、現在どの程度幸せですか
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3  
 回答提出団体  アンケート集計結果

115団体（2022年6月）

利用者のご自宅周辺の交通事情　※最も交通の不便な地域のご回答者の状況

① 最寄りのバス停まで（歩行困難でない人の場合）徒歩でどのくらいの時間がかかりますか。

②ご自宅までタクシーを呼んだ場合の状況について、最も近いものを教えてください。（ひとつに○）

③ 生活に必要な、食料品・日用品を購入できる店舗や病院などの施設が立地するエリアにタクシーで
　 行くためにかかるおおよその片道料金を教えてください。（ひとつに○）

30.7%
10分以内

条件によっては配車される

ほとんどの場合に
配車されない

（繁忙時間帯や天候や目的地によっては配車されない等）

14.0%
15分以内

15.7%20分以内
10.5%

31.5%

30分以内

22.8%
30分以内

6%無回答

2.6%

1.8%

無回答

64.0%

ほとんどの
場合に
配車される

73=0.640
36=0.315
2=0.0175
3=0.0263

25=0.2192
41=0.3596
16=0.14035
16=0.14035
13=0.1140
3=0.0263

35=0.307
16=0.140
18=0.157
12=0.1052
26=0.2280
7=0.0614

36.0%
14.0%

14.0%

11.4%

1,000円以上～
2,000円未満2,000円以上～

3,000円未満

3,000円以上～
5,000円未満

5,000円以上

2.6%無回答

21.9%
1,000円未満
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2        移動支援の利用者および担い手への4  心理学的計量尺度を用いた定量的調査の分析

　

目  的

　住民主体の移動支援が高齢者の健康に与える好ましい効果を測定するために、移動支援の利用者、お

よび担い手（ボランティア）にもたらす介護予防効果を、一定期間の利用もしくは参加前後での心理学

的健康アウトカム指標を用いたアンケート調査で明らかにする。

　

方  法

　高齢者を対象とした福祉有償運送、交通空白地有償運送、許可又は登録を要しない運送を実施する移

動支援の団体にアンケート用紙を配布して、利用開始と開始から一定期間が経過した時点での介護予

防効果に関連する意識や行動の変化を測定した。初回アンケートは2021年10月～ 12月に、2回目のア

ンケートは2022年8月～ 9月に実施した。

　健康や社会的活動といった介護予防効果と直結する意識や行動状況の変化を既存の心理学的計量尺

度を用いて測定した。用いた尺度は、高齢者のQuality of life（生活・生命の質：QOL）を評価するCASP-

19、うつ傾向の程度を評価する老年期うつ病評価尺度（Geriatric Depression Scale 15: GDS15）、生活機

能の活動指標として老研式活動能力指標、地域社会との関係性促進に向けた意思の変化を評価する社

会的自立支援アウトカム尺度の下位尺度「主体性」であった。

　そのほかに利用者では、属性（性別、年齢層、家族構成、要介護度、外出頻度、外出時の移動手段、経済

的状況、健康状態）のほか、利用を始めた理由、外出に不便を感じ始めた時期、移動支援の利用目的と頻

度の質問への回答を求めた。担い手参加者には、上記の要介護度以外の属性と、活動に参加した理由、

運転者としての参加頻度、運転者以外の参加頻度の質問への回答を求めた。

　2回のアンケート調査でのQOL、うつ傾向、活動能力、主体性の尺度得点を算出して、その平均得点の

変化を利用者と担い手参加者に分けて比較した。また、各尺度得点の範囲別に占める割合の比較も行

った。また利用者では、介護度、移動支援の利用頻度、移動支援の利用目的で分類した群間、担い手参加

者では移動支援の参加頻度で分類した群間の比較も行った。

17



表 1　全数、介護度、移動支援の利用頻度、利用目的別のうつ傾向平均得点の比較

結 果
　

2回の調査でともに回答を得た移動支援の利用者203名と担い手94名を分析の対象とした。利用者は75

歳以上の後期高齢者が8割以上を占め、7割以上が女性であった。担い手は65〜74歳の前期高齢者が半

数以上で、男性が7割近くを占めた。利用者は半数が１人暮らしで、要介護認定を受けていない者が半

数を超え、要支援は3割を占めた。2回のアンケートの間に、介護度の悪化した利用者が13.8 ％、自覚的

健康状態が悪化した利用者が21.4 ％を占めた。担い手も自覚的健康状態の悪化者が14.1 ％を占めた。

以下に主要な結果を列挙する。

1. 移動支援利用者のうつ傾向
　2回の調査でGDS-15の回答に欠損がない利用者は146名であった。うつ得点の平均値は2回目の調査

で7.4 ％向上した（表１）。介護度別では自立が12.8 ％、要介護者でも7.5 ％の向上があった。移動支援

の利用頻度別では、週2回以上の利用群で10.3 ％、最も利用頻度の低い月1回以下の利用群でも10.7 ％の

向上があった。利用目的別では、買い物、通院、地域参加他のいずれも向上が確認され、特に地域参加

他での向上が大きかった。正常（4点以下）、うつ傾向（5−9点）、うつ状態（10−15点）の分布を介護度（自

立、要支援、要介護）別に比較した結果では、自立群では正常者の割合が8.6 ％増加した（図１）。要介護

群でも、正常者の割合が2回目で16.7 ％増加を示した。

移動支援の利用者のうつ得点の平均値が8〜10 ヶ月後には向上した。
自立の場合12.8 ％、要介護者も7.5 ％
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2図 1　介護度ごとの 1 回目と 2 回目調査でのうつ傾向得点範囲別分布の比較

表 2　担い手参加者の全数と参加頻度別での QOL 平均得点の比較

図 2　担い手の 1 回目と 2 回目調査での QOL 得点の範囲別分布

2. 移動支援担い手のQOL
　CASP19の2回の調査とも回答に欠損がなかった移動支援担い手参加者は80名であった。QOL平均得

点は2回目調査でわずかに向上していた（表２）。担い手参加頻度別では、週2回以上の群で2回目調査の

QOL得点が低下する一方で、月1回以下では7.4％の向上があった。また、CASP19 の得点が43点以上（平

均的得点より上位群）、25〜42点（平均的得点より下位群）、24点以下（平均的得点より著しく下位群）に

分類すると、高齢者の標準的な平均点以上とされる43点以上が占める割合は2回目調査で8.7 ％増加し

た。一方で、平均的得点より著しく低い29点以下が占める割合も5.0 ％増加していた（図２）。
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3.移動支援担い手のうつ傾向
　GDS15の2回の調査でともに回答に欠損がなかった担い手参加者は87名であった。2回目調査の平均

値は全体で3.9 ％向上していた（表3：低い値ほど良好）。担い手参加頻度別では、週2回以上の群で2回

目調査のうつ傾向得点が21.7 ％と低下する一方で、月1回以下では34.8 ％と大きく向上し、両者の間に

違いが確認された。月1回以下群の1回目と2回目得点間には有意な差があった（p = 0.016：Wilcoxon符

号付順位検定）。GDS15得点が4点以下の正常と判定される者が両調査で8割近くを占めた。正常群の

上位（0-1点）、下位（2-4点）、うつ傾向とうつ状態に分類した移動支援の担い手の1回目と2回目調査の

分布を図３に示す。正常のうち上位が占める割合は2回目調査で13.1 ％増加していた。

表 3　担い手参加者の全数と参加頻度別でのうつ傾向平均得点の比較

図 3　担い手の 1 回目と 2 回目調査でのうつ傾向得点の範囲別分布

20



調
査
１
／
移
動
支
援
の
利
用
者
お
よ
び
担
い
手
へ
の
定
量
的
・
定
性
的
調
査

P A R T

2
調 査 1  についての考察

　

　住民主体の移動支援がもたらす介護予防効果を既存の心理的尺度と生活機能尺度で測定し、移動支

援の利用者と担い手参加者のそれぞれで集計して記述的分析を実施した。

　その結果、移動支援の利用者はおよそ8 ヶ月の利用後に、うつ尺度得点の向上があった。分析対象者

の28.1 ％が回答欠損で除外されため、データ代表性や結果安定性に与えた影響はあるものの、移動支援

の利用はうつ傾向を改善させる可能性が示唆された。また、月1回以下の低頻度利用群でもうつ尺度平

均点が10 ％以上向上した。これは、移動支援が非日常的な体験となる散発的な利用であっても、移動支

援はうつ傾向に好ましい影響を与える可能性を示唆している。

　移動支援の担い手参加者のQOL得点では、およそ8 ヶ月の参加後に平均得点には然したる変化はなか

ったが、得点範囲別の分布では高得点群が占める割合と、著しい低得点群が占める割合がともに増加し

ていた。QOL得点に影響する要因は多岐に渡り、特に傷病の罹患を含めた健康状態の変動は、移動支援

の効果とは無関係に得点を低下させる。そうした中で高得点群の増加があった本調査結果は、移動支

援担い手の一定の層にはQOL向上の効果が生じうることを示唆している。また、担い手参加の頻度別

では、週2回以上の高頻度参加群のQOL得点が低下した一方で、月1回以下の低頻度参加群では増加して

いた。担い手参加が高頻度で日常的な活動となっているほど良好な効果が得られるのではなく、利用

者の結果と同様に、担い手参加が散発的で非日常体験に当たる頻度でも、QOL向上効果が生じうること

を示唆している。

　担い手参加者のうつ尺度の平均得点は参加後にわずかに向上した。得点範囲別の分布を見るとQOL

と同様に、うつ状態と判定された者の割合は増加した一方で、正常者判定者中の上位得点者の割合は増

加していた。また、参加頻度別では、週2回以上の高頻度参加群でうつ得点が低下した一方で、月1回以

下の低頻度参加群で得点が有意に改善した。QOLの結果と同様に、低頻度の参加であっても、うつ傾向

の改善が生じることが示された。

　本調査結果は、心理学的計量尺度を用いることで移動支援の利用、および担い手参加の両方で介護予

防効果を定量化できる可能性を示した。サンプルサイズ増加と回答欠損の改善により、データの代表

性や結果の安定性を向上させることで、移動支援の介護予防効果をより明確に示すことが期待される。
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5   
 　主観的幸福感と主観的健康感を軸に

　　　　　ｔ検定および二項ロジスティック回帰分析

目 的
　

　住民主体の移動支援の利用者と担い手を対象として、2回のアンケート調査より主観的健康感（健康

状態）、主観的幸福感（幸せの程度）の変化を測定する。

　

方 法
　

　アンケート調査項目の「 現在の健康状態」および「 あなたは、現在どの程度幸せですか」の回答につい

て、以下の分析を行った。

１．全体の第1回調査結果と第2回調査結果の比較：対応のあるt検定

　「現在の健康状態」を、とてもよい：4点、まあよい：3点、あまりよくない：2点、よくない：1点に変換

　（主観的健康感）

　「あなたは、現在どの程度幸せですか」は0 ～ 10点の素点※（主観的幸福感）

　※4.5点のような場合は、切り捨てて4点として計算

２．新規利用者・参加者の第1回調査結果と第2回調査結果の比較：対応のあるt検定

　１と同様設定

３．第1回調査時点で要介護者を除いた、第1回調査結果と第2回調査結果の比較：対応のあるt検定

　１と同じ設定

４．利用頻度の違いによる効果測定：二項ロジスティック回帰分析

①主観的健康感がよい（とてもよい・まあよい）：1、よくない（よくない・あまりよくない）：0が目的

変数、外出頻度／運転手としての参加頻度が説明変数（カテゴリ変数）、性別、年齢区分（カテゴリ）、

第1回調査時点で既に移動支援サービスを利用／担い手として参加していたか、要介護度（自立、要

支援等、要介護の3カテゴリ）、第1回調査時点の主観的健康感がよいかが調整変数

②主観的幸福感が高い（5点以上）：1、低い（4点以下）：0が目的変数、外出頻度／運転手としての参

加頻度が説明変数（カテゴリ変数）、性別、年齢区分（カテゴリ）、第1回調査時点で既に移動支援サ

ービスを利用／に参加していたか、要介護度（自立、要支援等、要介護の3カテゴリ）、第1回調査時

点の主観的幸福感が高いかが調整変数

　分析１～４はいずれも分析に必要な項目に欠損のあるサンプルは除外した。有意水準5%未満（両側）

を有意とした。
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2結 果 A   （サービス利用者の分析）

結果１A

主観的健康感（n=170）は平均2.61点（第1回調査）から2.40点（第2回調査）と-0.21
点、p=0.001で有意な減少を認めた。一方、主観的幸福感（n=186）は平均6.51点（第
1回調査）から6.36点（第2回調査）と-0.15点であったが、有意な差（変化）は認めら
れなかった（p=0.366,）。

結果２A

主観的健康感（n=42）は平均2.64点（第1回調査）から2.62点（第2回調査）と-0.02
点、有意な差（変化）は認められなかった（p=0.850）。主観的幸福感（n=47）は6.11
点（第1回調査）から6.32点（第2回調査）と+0.21点、有意な差（変化）は認められな
かった（p=0.569,）。

結果３A

主観的健康感（n=142）は平均2.62点（第1回調査）から2.42点（第2回調査）と-0.20
点、p=0.004で有意な減少を認めた。一方、主観的幸福感（n=156）は平均6.62点（第
1回調査）から6.51点（第2回調査）と-0.12点であったが、有意な差（変化）は認めら
れなかった（p=0.514）。分析１Aと同様の傾向であった。

結果４A

主観的健康感（n=168）は利用頻度の違いによる効果の違いは認められなかった
（p=0.831）。一方、主観的幸福感（n=183）は週2回以上の利用に比して、他の利用

頻度（週1回程度（AOR: 0.074）、2か月に1回より少ない（AOR: 0.058））の場合、幸
福感が有意に低かったことが明らかになった。月2 ～ 3回程度（AOR: 0.135）や月1
回程度（AOR: 0.308）も有意ではないが、週2回以上に比して低い傾向が見られた。

結果Aの
まとめ

主観的健康感については、2回の調査期間中に利用者全体で低下していることが明
らかになった。ただし、新規利用者については、有意な変化（低下）が確認されなか
ったことから当初想定した結果の通り、移動支援サービスの利用の開始によって健
康の維持がされた可能性がある。

主観的幸福感については、2回の調査期間中では有意な変化が確認されなかった。
また、年齢や性別等を調整した分析の結果、週2回以上のサービス利用が幸福感の
高いことと関連があることが示唆された。

結 果 B   （担い手の分析）

結果１B

主観的健康感（n=87）は平均3.11点（第1回調査）から3.08点（第2回調査）と-0.03
点、有意な差（変化）は認められなかった（p=0.516）。主観的幸福感（n=89）は6.97
点（第1回調査）から7.12点（第2回調査）と+0.16点、改善はしたが、有意な差（変化）
は認められなかった（p=0.312）。

結果２B

主観的健康感（n=24）は平均3.13点（第1回調査）から3.13点（第2回調査）と全く変
化が見られなかった。主観的幸福感（n=26）は7.31点（第1回調査）から6.73点（第2
回調査）と-0.58点、有意な差（変化）は認められなかった（p=0.087）。

分析３はアンケート調査項目がないため、実施していない。分析４に関し
ては、主観的健康感。主観的幸福感が低い担い手がほとんどおらず分析が
成立しなかったため、省略した。

結果Bの
まとめ

主観的健康感および主観的幸福感について、どちらも調査期間中では有意な変化が
確認されなかった。有意ではないが、幸福感は上昇が見られたため、継続調査をす
ることで有意な結果が得られる可能性がある。
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利用者への移動支援の
機能に関するヒアリング調査

PART

3

調 査 2

概　要

・移動支援がどのような機能を持ち、どのようにして効果が得られるか、高齢者の
移動支援の実際について、利用者や活動団体や関係者のヒアリング調査を行う
検討会議を通じて分析し、介護予防に資する移動支援の具体的な機能を明確に
する。

選定基準

・一団体の単独の活動ではなく、多様な組織等と連携した活動として展開されて
いる

・社会参加の意義や連携組織の連携スタンスを相互に把握・理解できている
・高齢者支援担当課や地域交通担当課などの行政セクターが関与している
・移動支援活動が地域に広く認知されている、そのための努力がなされている
・社会参加や生活支援につながり、介護予防的効果がうかがえる利用者がいる

聞き取り先

佐賀県小城市（小城市支え合いセンター）
静岡県函南町（函南町社会福祉協議会「かんなみおでかけサポート」）
埼玉県飯能市（NPO法人　奥武蔵グリーンリゾート）　
島根県美郷町（NPO法人　別府安心ネット）
神奈川県秦野市（とちくぼ買い物クラブ、おたすけ隊）
埼玉県東秩父村（ふれあいやまびこ会）
追加：千葉県松戸市（河原塚ことぶき会、小金原地区会）
追加：三重県名張市　地域包括支援センター
上記の選定基準に沿って6地域のヒアリング調査を行っていたが、市町村の施策づくりにおいて移動支援（を
含む生活支援）の効果に着目している市町村として、2事例を追加した。

主な
聞き取り

項目

それぞれにヒアリングガイドを作成し、現地またはオンラインヒアリングで聞き
取りを行った。

利用者：利用のきっかけ、利用の概要、自身や家族等への効果、地域に対する意識
担い手：活動のきっかけ、活動の概要、自身の健康づくり、地域に対する意識
行政担当者：個別及び全体的な効果、地域の変化、関係機関との連携、団体への評価
団体向け：団体の活動概要、利用者に見られる効果と意識している点、関係機関

との連携

利用者
行動範囲の拡大、生活リズムができる、会話の増加等、身体、心理、会話、社会
参加などの面で変化が表れていること、移動支援は受け入れられやすい面があり、
これを入り口としてほかの支援につながりやすくなっていることがわかった。

担い手 身体活動量の増加、体調管理の励行、人脈の広がり、地域貢献の意識ややりがいの
向上など、身体・心理・社会参加の面で変化が表れていることがわかった。

〈 調査結果 〉
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3

移動支援は受け入れられやすい

●認知機能低下が目立つ要支援1の女性

ケアへの拒絶感が大きいことから、地域包括支援センターが「 居場所のお手伝い」として、まず移動支援の
利用を勧めたところ、デイ（通所Ａ）とは別に、コミュニティカフェを移動支援で利用するようになった。事
前連絡や外出等により生活にリズムができるとともに、居場所で顔見知りとの会話、交流を楽しみ、表情が
明るくなって、娘への不穏な連絡もなくなるなど、状態も落ち着いてきた。病識がなく、かかりつけ医もい
ないので、放置されていれば間違いなく症状が悪化し、すぐに施設入所していたレベルなので、財政効果も
大きい。利用開始半年後のチェックでは、ＡＤＬも認知機能も維持されていた。娘も、居場所や近隣、専門
機関などに見守られていることを喜んでいる。

孤立対策

●夫の遺品整理で依頼が入った孤立気味の女性

同年代の担い手とのかかわりの中で、会話・交流が大事と自覚し、外出するようになり、付添支援（移動支援）
を使いはじめた。表情が見違えるようになり、一年ほど経って、生きがいデイも利用するようになった。近
隣との付き合いがなお少ないが、ゴミ出しなどの生活支援のほか、買い物支援や100歳体操（一般介護予防
事業）なども利用するようになった。孤立気味だったが、明るく前向きになってきた。

移動支援を入り口にほかの支援につなげやすい

●要介護の妻と介護する夫の老夫婦のケース

介護保険の利用を拒絶していたが、通院に移動支援を使い、院内の付添や会計の援助等も頼まれるようにな
り、担い手および団体への信頼感が高まって、掃除やごみの分別・ごみ出し等の生活支援や介護保険サービ
スの利用にも拡大した。

誘い出しの機能

●認知機能低下が疑われる女性

前日に通院の準備をし、医師に確認するメモまでつくるものの、当日になって気持ちが萎えてしまう場合が
しばしばあるが、担い手が迎えに来て、いざ外出すると、気持ちが晴れ、外出を楽しむことができる、という
ケースが少なくない。誘い出し機能が、重要である。
利用者からすると、移動支援には誘い出され、ほだされて外出する、という利点がある。

ＱＯＬおよび財政面の効果

●町外医療機関に通院していた統合失調症患者の男性利用者

運転に不安を感じ、通院および買い物に移動支援を利用するようになった。その後、要介護状態の母親の
通院にも、移動支援を利用しはじめた。移動支援の担い手が唯一の相談先（行動の規範）となり、表情が劇
的に明るくなった。以前は、入退院を繰り返していたが、担い手等とのつながりを介し、精神的に安定した。
母親にはパーソナル障害等があり、孤立した世帯だったが、介護・医療にもつながった。

1  利用者の効果  　      個別ケース  

具体的な変化が見られた事例のうち、特徴的なエピソードをまとめました。
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身　　体 ・サロン後に買い物に寄るなど行動範囲が拡大した。
・地域の足ができたことで、介護予防教室の新規参加者が増えてきた。

心理認知

・車窓の景色でも気持ちが晴れる。・買い物がストレス解消になっている。
・買い物代行もあるが、とくに女性は自分で選びたいとし、移動支援・付添支援のニーズが高い。
・移動支援のある日には、きちんと支度をして待つなど、生活リズムができてくる。
・独居ケースに定期的に移動支援等が入ることにより、部屋を片付けるようになり、居住環境が改善す

る効果が見られる。

会　　話
・車中での会話量が増える。とくに独居者で顕著。　・買い物後もベンチで会話に興じている。
・「一週間分の会話ができた」といった声が聞かれる。　　
・宅配も利用するが、宅配には会話がないので、買い物クラブを唯一の会話の機会として利用している。

社会参加

・孤立しがちな高齢者のサロン利用が実現し、交流等で前向きになった。　・服装にも変化が。
・地区行事等への参加も増え、閉じこもり予防になっている。
・移動支援や生活支援の利用で介護保険サービスへの移行がブロックできている、と行政は感じている。
・付添があり、家族が安心して送り出せるようになった。

身　　体
・早起きするなど生活リズムが整った。　・日中の身体活動量が増えた。
・日頃、ウォーキングをしたり、疲れを残さないように体調管理に気を配るようになった。　
・手術した際には、待っている利用者がいるので、早く復帰しなければと思った。

心理認知
・適度な緊張感があり、刺激になっている。　
・利用者のスケジュール管理などで頭を使うようになった。
・車中での会話に備え、時事問題やニュースを頭に入れるようになった。

社会参加

・人脈・知り合いが増えた。　・感謝されるので、やりがいがある。　
・助けたいという使命感と愛が原動力になっている。
・協議体にも参加し、地域課題を知り、課題解決の役に立っていると思うと、「 やって良かった」と思う。

利用者が明るく元気になると、嬉しく思う。　
・当初、利用者のことは近所の顔見知り程度の認識でしかなかったが、今では家族のような気持ちで、欠席

だとどうしたのか気になるようになった。地域全体の見守りも、気にするようになった。
・地域により関心を持つようになった。　・期待され、地域貢献の意識が高くなった。

2   利用者の効果　    　 全 体  

3   担い手の効果
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34   波及効果   〜移動支援が社会資源の拡大・充実のきっかけに〜

5   移動支援の機能　

・地区内で 産直野菜の直売所がスタートし、最近はこの直売所の後にスーパーマー
ケットに行くようになった。

・取り組みの趣旨が理解され、特養の法人送迎バス（１日７便）が移動困難者の乗
車を認めてくれるようになり、駅まで乗車可能となった（34人が利用）。

・個人的な移動支援や老人会の買い物代行の取り組み、スーパーマーケットやコー
プ、「とくし丸」の移動販売などに波及し、地域が活性化してきた。

・買い物支援協力店（宅配、休憩所）などの開始にもつながった。

・むずかしい利用者が多く、マンツーマン送迎が基本だが、関係性ができると、同じ
店に行く利用者同士に声を掛け、同乗を促すこともある。それがきっかけで、今
では友人関係に発展したケースもある。その後、２人で買い物をするようにし、
お茶も楽しんで帰るようにしている。花見がしたいという声を聞けば「ピクニッ
クをしようか ？」と提案するなど、関係性づくりが意識されている。利用者は遠
慮するため、提案すると、「 待ってました ！」という反応を示す。遠慮させない関
係性の構築が重要だ、と担い手は考えている。

・利用者の日々の変化を把握し、専門職や担い手同士で情報を共有

移動支援の取り組みでは、

個人レベルのソーシャルキャピタルが地域へ広く波及し、

関係者や地域の協調行動を生む創発現象が見られる。

●  利用者同士
●  必要なサービスや支援策
●  専門職・専門機関
●  行　政

をつなぐ機能を有する
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利用者に変化が起きたことは、
移動支援サービスのどのような機能によるものか、

個人レベルと地域レベルでそれぞれ３つに整理しました。

行政や専門職からも期待が高まりつつある機能

３３つをつを
あわせると…あわせると…
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3機能が効果を発揮するまでの流れをまとめました。

※行動の規範：個人が行動を決める際に影響を与える人

※カバー率：カバレッジ。対象範囲の人口に対する網羅率
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くらしの維持

・見守り
・支え合い

信頼や支え合いのための関係性づくり、
社会参加の実現、困り事の解消、担い手の
継続的な確保、

この辺りが、
運ぶだけの交通事業者と

住民主体の移動支援の
相違点ではないか

・セクターやリソースの
   有機的な連携

・持続可能性
地域活性化、社会保障費などの健全化

関係性づくり

ソーシャルキャピタルの醸成

ハブ 連携

ヒ
ア
リ
ン
グ
団
体
一
覧

市町村名 ヒアリング団体名 種別 ヒアリング対象者

1 埼玉県東秩父村 NPO 法人
ふれあいやまびこ会

交通空白地
有償運送

利用者（グループ）、
担い手（グループ）＋村（高齢＆交通）

2 埼玉県飯能市 NPO 法人
奥武蔵グリーンリゾート

交通空白地
有償運送

利用者1名、
担い手（グループ）＋市（高齢＆交通）

3 神奈川県秦野市 とちくぼ買い物クラブ 登録不要の
移動支援

とちくぼ買い物クラブ：
利用者＋担い手　7名＋市

4 神奈川県秦野市 おたすけ隊 登録不要の
移動支援

おたすけ隊：
担い手（グループ）＋市

5 静岡県函南町
社会福祉法人

函南町社会福祉協議会
「かんなみおでかけサポート」

登録不要の
移動支援

利用者2名、担い手2名、社協、地域包
括支援センター、町

6 島根県美郷町 NPO 法人
別府安心ネット 福祉有償運送 担い手2名、

町地域包括支援センター 2名

7 佐賀県小城市 小城市
支えあいセンター

登録不要の
移動支援

利用者及び家族1組、
担い手2名＋社協＋

地域包括支援センター＋市

8 千葉県松戸市 グリーンスローモビリティ
（河原塚ことぶき会）

登録不要の
移動支援

担い手9名（2地区）、
利用者3名（1地区）、市

9 三重県名張市 地域づくり組織による生活支
援と移動支援

登録不要の
移動支援 地域包括支援センター（市）
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移動支援を利用している要支援者等と
利用していない要支援者等の変化の比較分析

PART

4

調 査 3

概　要

移動支援を導入した市町村における利用者と非利用者の比較

・移動支援の取り組みによって利用者に介護予防効果があるかどうかを確かめるため、総合事業を
活用した移動支援を利用している要支援者等と、利用していない要支援者等のニーズ調査結果を
比較することで有意差があるかどうかを検証しました。

・具体的には、総合事業を活用
した移動支援を導入してい
る愛知県豊明市と大分県国
東市から、第7期と第8期に介
護保険事業計画策定前に行
われた、介護予防・日常生活
圏域ニーズ調査の結果（デー
タ）をご提供いただき、移動
支援の利用者と非利用者で
は、3年間で変化の仕方にど
のような違いがあるかを、デ
ータ解析するという手法で
実施しました。

※ただし、データ解析の結果、国東市については、ｎ数が少なく分析が困難だったため、主観的健康感と主観的幸福感のいずれにつ
いても効果があるとは認められませんでした。

〈 解析に使用したデータ 〉

①第7期と第8期の介護保険事業計画策定前に行われた、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の
結果（データ）

②総合事業を活用した移動支援を利用している人（国東市は担い手として参加している人を含
む）の利用回数、および利用頻度

※①②を被保険者番号で紐づけ

・上記の豊明市の移動支援については、担い手が社会福祉協議会の職員であり、65歳以上のボ
ランティアドライバーではありません。一方、関連する調査研究として、同市の「 住民健康実
態調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）」や要介護認定情報・被保険者情報を組合せたデ
ータ分析結果が公開されました。
調査３の目的は利用者に対する介護予防効果の検証ですが、担い手も高齢者であることが多い
ため、その健康維持について考える一助になるものと考えられます。

（参考）「移動手段の選択と手段的日常生活動作の関連：地域在住高齢者の観察的コホート研究」

ヒ
ア
リ
ン
グ
団
体
一
覧

市町村名 ヒアリング団体名 種別 ヒアリング対象者

1 埼玉県東秩父村 NPO 法人
ふれあいやまびこ会

交通空白地
有償運送

利用者（グループ）、
担い手（グループ）＋村（高齢＆交通）

2 埼玉県飯能市 NPO 法人
奥武蔵グリーンリゾート

交通空白地
有償運送

利用者1名、
担い手（グループ）＋市（高齢＆交通）

3 神奈川県秦野市 とちくぼ買い物クラブ 登録不要の
移動支援

とちくぼ買い物クラブ：
利用者＋担い手　7名＋市

4 神奈川県秦野市 おたすけ隊 登録不要の
移動支援

おたすけ隊：
担い手（グループ）＋市

5 静岡県函南町
社会福祉法人

函南町社会福祉協議会
「かんなみおでかけサポート」

登録不要の
移動支援

利用者2名、担い手2名、社協、地域包
括支援センター、町

6 島根県美郷町 NPO 法人
別府安心ネット 福祉有償運送 担い手2名、

町地域包括支援センター 2名

7 佐賀県小城市 小城市
支えあいセンター

登録不要の
移動支援

利用者及び家族1組、
担い手2名＋社協＋

地域包括支援センター＋市

8 千葉県松戸市 グリーンスローモビリティ
（河原塚ことぶき会）

登録不要の
移動支援

担い手9名（2地区）、
利用者3名（1地区）、市

9 三重県名張市 地域づくり組織による生活支
援と移動支援

登録不要の
移動支援 地域包括支援センター（市）
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背 景1
　

　移動支援を含む介護予防の取り組みの効果の実証のため、総合事業を活用した移動支援を含む介護

予防事業（以下、支援サービス）を利用している人と、利用していない人の健康状態を比較した。具体的

には、第7期と第8期の介護保険事業計画に先駆けて行われた、日常生活圏域ニーズ調査の結果（以下、

ニーズ調査）を使用し、支援サービスの利用者と非利用者では、主観的幸福感にどのような違いがある

かを解析した。

　主観的幸福感は、個人が自身の社会経済的状況や生活環境等を包括的に示す指標であり、主観的幸福

感が高いことは、心血管疾患の発症率低下や死亡率の低下など、将来の身体的健康につながることが先

行研究で示されている。幸福感の把握と維持・改善は将来の健康状態悪化の予防につながり、高齢者の

疾病や現在の健康状態そのものに注目しがちだが、幸福感の調査・研究も非常に重要である。

　愛知県豊明市が実施している、健康寿命延伸外出支援事業「らくらす」（以下、「らくらす事業」）は、介

護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業の一般介護予防事業（地域介護予防活動支援事業）

として、2017年4月から実施されている。内容は、送迎付きの半日型アクティビティ（体操、健康講座、

体験講座、お出かけ講座等）を週4日実施している。対象は、基本チェックリスト該当者等で、事業の特

徴として、事業実施会場である老人福祉センター施設までの送迎バスの運行があり、外出支援、地域活

動への参加支援、地域交流という役割を担っている。豊明市社会福祉協議会が市の委託を受けて、市内

１箇所（老人福祉センター）で実施しており、老人福祉センターまでの移動手段がない（または不便）な

参加者を対象に、送迎車両である「らくらすバス」が運行されている。曜日によって送迎ルートは異な

るが、社会福祉協議会の職員が運転し、参加者数名が乗り合って通っている。

目 的

研究デザイン・方法

2

3

　

　ニーズ調査（2016, 2019）のデータを用いて、「らくらす事業」への参加が主観的幸福感にもたらす効

果を明らかにする。

　

・研究デザイン：観察研究

・使用したデータ：ニーズ調査（2016, 2019）より分析に用いた各変数に欠損値のないもの

・統計解析：

　2019年調査の主観的幸福感（問６－２「 あなたは、現在どの程度幸せですか」）（スコア5~10：1、スコ

ア0~4：0）を目的変数とし、2019年の調査時点における「らくらす事業」参加を説明変数、性別、年齢（6

カテゴリのダミー）、家族構成（独居：1、それ以外：0）、介護・手助けの有無、経済状況、1人で外出でき

るか（している・できるが、していない：1、できない：0）、現在治療中・後遺症のある病気の有無、2016

年の調査時点における「らくらす事業」参加を調整変数とした二項ロジスティック回帰分析
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4結 果

結果のまとめ

4

5

　

　2019年調査においてIDが割り当てられたサンプル：11,376。（2016年調査においてIDが割り当てら

れたサンプル：10,717）、分析に必要なデータに欠損値のないサンプル：10,456

　

　らくらす事業への参加者は、主観的幸福感が有意に良い状態にあることが明らかになった。主観的

幸福感の維持・向上については、先行研究より個人の肯定的な感情や自分自身の生活に対する評価であ

る主観的幸福は、身体の健康状態に関連する要因として知られている。主観的幸福度が高い人は、心血

管疾患の発生率が低く、死亡率が低く、免疫機能が優れており、創傷治癒が速い傾向等がある。身体的

な病気の治療とは別に、らくらす事業のような目的地までの移動支援も含めた介護予防事業への参加

を通じて、精神的に良好な状態を保つことは、健康寿命の延伸を達成するためのもう 1 つの方法だと考

えられる。

表　送迎つき「らくらす」参加者と「らくらす」不参加者の主観的幸福感の維持・向上を比較した結果
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　豊明市では、「多様なサービス・資源による自立支援・介護予防効果の研究～豊明市における介護予防・

日常生活支援総合事業等の効果分析～」に取り組んでおり、その一環として「 住民健康実態調査（介護

予防・日常生活圏域ニーズ調査）」や要介護認定情報・被保険者情報を組合せたデータ分析を行いました。

その結果、高齢者の日常生活における移動が能動的移動か受動的移動かという選択が、手段的日常生活

機能動作レベルの変化と関連があることを明らかになりました。

著者名 田村 元樹、石川 智基、松本 小牧、服部 真治

タイトル

英文：Association between choices of transportation means and instrumental activities 
of daily living: observational cohort study of community-dwelling older adults

和文：移動手段の選択と手段的日常生活動作の関連：地域在住高齢者の観察的コホート研究

書誌情報 BMC Public Health 23, 175 (2023). https://doi.org/10.1186/s12889-022-14671-y

概　要

移動手段の選択と手段的日常生活動作の関連：
地域在住高齢者の観察的コホート研究

1  研究の背景
　

　近年、高齢者の身体的健康と外出活動に関する研究が増加しており、両者は関連があることが明らか

になっています。さらに、自治体による高齢者の活動支援関連施策の整備が進んでいます。先行研究

では、外出頻度と機能的健康状態との関連を示す報告がありますが、移動手段の選択が手段的日常生活

動作（IADL: instrumental activities of daily living）に及ぼす影響についてはほとんど報告されていませ

んでした。そこで、本研究では高齢者における移動手段の選択とIADL低下リスクとの関連評価を行い

ました。

　本調査研究に関連し、
委員の一人である服部氏らが以下のような研究を行いました。

この研究によって、住民主体の移動支援の
主な担い手である高齢者（主に前期高齢者）にとって、

その活動がIADLを維持することに役立っていることがわかります。
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4
2  研究の方法

　

　本研究のデータとして、市内在住の要介護認定を受けていない65歳以上全員を対象に実施した住民

健康実態調査（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査）の2016年と2019年分調査結果を用いました。さら

に、要介護認定情報および被保険者情報を結合し、要支援・要介護認定者を特定しました。

移動手段による比較を行うため、徒歩や自らの操作が求められる「能動的移動手段」、および専ら乗車だ

けで移動が完了する「受動的移動手段」に分け、能動的移動手段を基準にした受動的移動手段による3年

後の手段的自立の低下リスクを、ポアソン回帰分析によってリスク比として評価しました。

※性別や2016年時点の年齢、教育歴、家族構成、主観的経済困窮感、BMI、喫煙、認知機能低下、慢性疾

患数、IADL低下リスクの有無を傾向スコアマッチングを実施。

　

3  研究の結果
　

　能動的移動手段は6,280人（76.2 ％）、受動的手段は1,865人（22.6 ％）でした。3年間でIADLが低下し

た人は999人（12.1 ％）でした。傾向スコアマッチングにより「能動的移動手段」と「受動的移動手段」の

属性をバランスさせて比較した結果、「 受動的移動手段」は「 能動的移動手段」よりもIADL低下リスクが

高く、リスク比は1.93（95%CI:1.62-2.30）となりました。図２、図３

図１　能動的移動手段と受動的移動手段とのグループ分類

図２　傾向スコアマッチング前後の標準化差
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4  研究の結論
　

　高齢者が受動的移動手段を選択することは、3年後の手段的自立低下リスクと関連がある可能性が示

されました。高齢者が日常生活で移動する際には、徒歩や自らの操作等を含む「 能動的移動手段」を維

持するための施策が、介護予防に有効かもしれません。また、自治体などの移動支援施策において、高

齢者が能動的な交通手段を利用する機会や環境を地域社会に増やすことは、高齢者の社会的自立生活

を促すのに有効である可能性があります。

図３
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　住民主体の移動支援は、何らかの理由で公共交通機関の利用が難しい人の移動・外出を、自動車を使

って支援しています。心身の状態や地理的条件、交通環境等によって、比較的元気な高齢者が利用して

いる場合もあれば、付添や介助の必要な高齢者が利用している場合もあります。福祉有償運送は市町

村全域の住民を対象としていることが多く、住民互助型の移動支援は、市町村の一部の地区もしくは町

内会単位で住民を対象に実施しているのが一般的です。目的は、通院、買い物、サロン等の通いの場な

どですが、いずれか一つを目的地として活動しているケースもあります。

　こうした住民主体の移動支援にはどのような効果があるのか。一括りに効果を示すことは難しい面

があるものの、担い手も高齢者が大半を占めていることや、暮らし続けられる地域を作ろうと住民自身

が関わっているという点は共通しています。

　本研究では、これまでの医療経済研究・社会保険福祉協会の委託研究等によって、全国の活動団体の

把握が進んできたことを受け、その介護予防効果について、データや具体的な内容を示すことを目的と

しました。

　調査１では、福祉有償運送や交通空白地有償運送、道路運送法上の許可・登録を要しない移動支援の

利用者及び担い手（運転ボランティア等）に、介護予防の分野で使用されることの多い評価尺度（指標）

を組み合わせたアンケート調査票を配布しました。

　その結果、利用者については、うつ傾向の改善が見られ、担い手はQOLの向上傾向が見られました。

利用者のうつ傾向は、要介護状態でも認定を受けていない高齢者と同様に改善が見られたこと、1 ヶ月

に1回以上という頻度でも向上する傾向が見られこと、地域活動を目的とした利用で向上すること、担

い手のQOLは、月1回以下で向上するものの週2回以上では低下することなど、活動団体にとっても取組

を進めていく際にヒントになる結果が得られました。

　さらに、回帰分析によって、影響を及ぼすと考えられる変数を調整した分析では、利用者は週2回以上

のサービス利用で主観的幸福感が向上していることがわかりました。週2回以上の外出を移動支援によ

って提供することは難しい場合もありますが、利用者にとってめざすべき水準を改めて確認することが

できました。
※新規の利用開始予定者および活動開始予定者（担い手）にアンケート回答を得る想定だったが、7割以上が既存の利用者
および担い手になってしまった。結果として、ｎ数が少なくなり、変化が明らかにならなかった面がある。

○ 移動支援を利用すると、うつ傾向の改善が期待できる（調査１）

○ 移動支援の担い手として参加すると、QOLの向上が期待できる（調査１）

○ 週2回以上のサービス利用が主観的幸福感の向上に寄与する（調査１）

考  察
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5
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　調査２では、8地域9事例のヒアリングを通じて、利用者、担い手（運転ボランティア）、団体の運営担

当者、地域包括支援センターや行政、生活支援コーディネーターのそれぞれの関わりを聞き取りました。

利用者は自身の変化に気づきにくいため詳細を聞き取ることができませんでしたが、地域包括支援セン

ターや生活支援コーディネーターのみなさんは、利用者の様子の変化に気づいており、積極的に外出し

たり人と関わるようになったりする経過を伺うことができました。

　また、運転ボランティアや団体の運営担当者も、利用者との会話を通じて在宅生活の不安や困りごと

を受け止めたり、サービス提供の前後に声掛けや細やかなサポートを行ったりしていることがわかりま

した。

　あくまで個別ケースではありますが、移動支援という取組がどのような機能を果たしているかをワー

キングチームで検討したところ、利用者と担い手の双方に対して、次のような変化をもたらしており、

結果として「 誘い出し」「 社会資源へのつなぎ」「 信頼関係の構築」の機能を果たしているのではないか

というまとめに至りました。

○ 移動支援の利用者に、行動範囲の拡大、生活意欲の刺激、
　 会話量の増加などが見られる（調査２）

○ 移動支援の担い手に、健康意識の高まり、思考力や課題意識の向上、　　
　 やりがいの上昇がみられる（調査２）

　また、取り組むうちに意義に気づいたり、他の活動に派生していったというエピソードが担い手や団

体の運営担当者から聞かれることから、移動支援には地域コミュニティづくり・地域を強くする役割が

あると捉えました。個人レベルの機序に加え、地域レベルの機序が調うことで、移動支援の持続性や波

及効果が高まるという視点から、追加でヒアリングを行ったのが千葉県松戸市と三重県名張市の事例

です。ソーシャルキャピタルの醸成機能が介護予防効果と直結しているかどうかは、確認できていませ

んが、それを意識した施策づくりが行われている市町村として、他の市町村にも参考になるのではない

でしょうか。

　調査３では、移動支援の利用者と非利用者の状態変化を比較することを目的として、豊明市からご提

供いただいた介護予防・日常生活圏域ニーズ調査のデータを分析しました。一般介護予防事業に基づ

く介護予防教室である「らくらす」（社会福祉協議会が受託実施）は、交通が不便な地域の参加者を社会

福祉協議会が送迎しています。

送迎を利用して「らくらす」に参加している人と、「らくらす」に参加していない人について、第7期から

第8期にかけての主観的幸福感の変化を比較した結果、前者は主観的幸福感が向上していることが明ら

かになりました。送迎を利用して「らくらす」に参加している方々は、徒歩圏に通いの場がないため、送

迎があるからこそ参加できていると言えます。このように、交通が不便な地域においては、主観的幸福

感が高まる場に参加するためにも、送迎が極めて重要であることが分かる結果となりました。

○ 介護予防の取組は、送迎が付いていることで、主観的幸福感が向上する（調査３）

　また、「 移動手段の選択と手段的日常生活動作の関連：地域在住高齢者の観察的コホート研究」は、既

に論文が公開されていますが、本調査研究に関連する研究として実施されました。移動支援の担い手

として自動車を運転している高齢者等が、引き続き能動的移動手段を継続することについての有用性

がわかる研究です。
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5○ 高齢者は運転を続けることで、手段的日常生活動作※の低下が抑制できる（調査３）

※手段的日常生活動作（IADL）：ADLに定義されている動作より複雑で高度な判断を必要とする動作

　本調査事業では、移動支援をどのような角度から分析すれば効果が見いだせそうかということが見

えてきましたが、数値で明らかにできたことは、ごく一部にすぎません。

今後、回答数の多い調査を公的な機関が実施することができれば、今回は有意差が見いだせなかった項

目についても、はっきりとした結果が出せる可能性があります。また、利用者と非利用者の比較ができ

る調査データを整備する市町村が増えれば、施策づくりに役立つデータが蓄積されていきます。本事

業は、そのきっかけを作ることができる研究であったと考えます。

以　上
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　本報告書では、住民主体の移動支援が高齢者の介護にもたらす効果について、３つの調査を実施し、

考察してきました。

　移動手段の確保ができて、移動ができることにより、家に閉じこもりがちの生活から、出歩くことに

なり、他者とのコミュニケーション等が増すと、生活のQOLが向上し、介護予防につながるというのは、

皆さん感覚的には同意できることですが、それを詳細に定量的に調べるということは、なかなかできて

いませんでした。また移動手段を提供する側、運転ボランティア等の方々も、利用者から感謝されるこ

とで、生きがいに感じるということも、色々なケースで経験されることですが、これも詳細に調べて分

析したものはほとんどありませんでした。

　そういう背景から、本調査研究は、移動支援のもたらす効果について、何がどのように効くのか、調べ

ていくことを目標としてスタートしました。コロナの影響で、高齢者の外出そのものが制限された期間

が長く、また高齢者対象のアンケートは、聞きたいことがたくさんあっても、それだけ全部回答を得る

のは難しい面もあり、さらに主観的な意見は人により尺度が揃えにくいなど、かなりチャレンジングな

調査となりました。

　時間の経過により、活発に外出ができるようになる効果と、加齢による身体特性の低下があり、アン

ケート回答から細かく状況を読み取ることは難しい面もありましたが、限られた数ではあるものの、移

動支援の効果について色々得ることができました。

　また、先進的な取り組みをされている地域のヒアリングでは、様々なケースの話を伺うことができ、

移動支援の重要性を改めて感じることとなりました。

　さらに、利用の有無による比較検討を行った２地域のうちデータ数が多くて細かな分析ができた豊

明市では、事業参加と主観的幸福感の間に有意な関係性を得ることができました。

　色々な事情から、単年度調査から2年間の調査となり、またコロナの影響等もあり、思うようにいかな

い面もありましたが、何とか所期の目的の一端にたどり着いたと言えます。もともとチャレンジングな

調査事業であったので、なかなか完璧に理想的な成果を得ることは難しいものですが、移動の重要性な

どがこういう形で示せたことは価値あることのように思っております。

　おわりに、本調査事業にご協力いただいた関係各方面の皆さまに厚く御礼申し上げます。

住民主体の移動支援が高齢者の介護予防にもたらす効果に関する調査研究委員会

委員長　鎌田   実

おわりに
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